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○越生町水道事業給水条例施行規則 

平成17年９月13日規則第19号 

改正 

平成26年９月30日規則第19号 

越生町水道事業給水条例施行規則 

越生町水道事業給水条例施行規則（平成10年規則第14号）の全部を改正する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規則は、越生町水道事業給水条例（平成10年条例第15号。以下「条例」という。）の

施行について必要な事項を定めることを目的とする。 

第２章 給水装置の工事及び費用 

（給水装置の新設等の申し込み） 

第２条 条例第５条の規定による給水装置工事（以下「工事」という。）の申し込みは、給水装置

工事申請書（様式第１号）による。 

２ 前項の申し込みが次の各号の１に該当する場合は、供給依頼書（様式第２号）に必要書類を添

えて提出させることができる。 

(１) 宅地開発及び共同住宅 

(２) 店舗 

(３) 工場及び事務所 

(４) 病院及び診療所 

(５) 土地区画整理事業 

(６) 公共公益施設 

(７) その他町長が必要と認めたもの 

（水道加入金） 

第３条 条例第６条第２項の規定によるただし書は、公共公益事業に係る給水装置の新設又は改造

をする工事で、予算の執行上、工事申し込みの際、納付できない場合とする。 

２ 水道加入金は土地に帰属するものとする。ただし、土地区画整理事業等による換地の場合はこ

の限りではない。 

（新設等の費用負担） 

第４条 条例第７条の規定によるただし書は、町長が工事を施行する場合で、次の各号の１に該当
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する場合とする。 

(１) 都市計画法（昭和43年法律第100号）第７条第２項による市街化区域内で将来その給水管よ

り分水する可能性があり費用の均一化のため適当と認めた場合 

(２) 町の配水管及び給水管の布設計画によるもので既存の給水装置の機能を補償する場合 

(３) 町に寄付される給水装置の布設替、口径の拡大等によるもので既存の給水装置の機能を補

償する場合 

(４) その他公益上適当と認めた場合 

（工事の施工） 

第５条 条例第８条第２項の規定により指定給水装置工事事業者（以下「指定工事業者」という。）

が、工事を施工する場合は、次の各号により申請及び届け出をしなければならない。 

(１) 工事の申請 給水装置工事申請書（様式第１号） 

(２) 工事竣工の届出 給水装置工事竣工届（様式第３号） 

２ 条例第８条第３項の規定による利害関係人の同意書は、次の各号とし、同意書の提出ができな

い場合は、誓約書をもってこれに替えることができる。 

(１) 家屋所有者の承諾 

(２) 土地所有者の承諾 

(３) その他町長が必要とするもの 

３ 条例第８条第４項の規定による指定工事業者に関する事項は、越生町水道事業指定給水装置工

事事業者規程（平成10年規程第３号）による。 

（給水管及び給水用具の指定） 

第６条 条例第９条の規定による給水管及び給水用具の指定及び工事に関する指示は、給水装置の

構造・材質及び工事指示書（様式第４号）による。 

（工事費の算出方法） 

第７条 条例第10条第３項の規定による工事費の算出方法は、受託工事実施要領（平成10年要領第 

号）による。 

（工事費の予納） 

第８条 条例第11条の規定による工事費の概算額が、工事の申し込み後１ケ月を経過し、かつ、催

告を発しても納入されないときは、当該受託工事の申し込みは取り消されたものとみなす。ただ

し、町長が認めたときはこの限りではない。 

２ 条例第11条の規定によるただし書は、公共公益事業に係る工事で、予算の執行上、工事費の予
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納ができない場合とする。 

（給水装置の変更等の工事） 

第９条 条例第12条の規定によるその他特別の理由とは、次の各号に定める工事をいう。 

(１) 土地区画整理事業 

(２) 道路及び下水路の拡幅並びに改修工事 

(３) 下水道事業 

(４) 電気、電話、ガス等の公共公益工事 

(５) その他町長が認めた工事 

第３章 給水 

（給水契約の申し込み） 

第10条 条例第14条の規定による給水契約の申し込みは、給水契約申込書（様式第５号）による。 

（給水装置の所有者の代理人及び管理人） 

第11条 条例第15条の規定による代理人又は条例第16条の規定による管理人をおくときは、代理

人・管理人設置届（様式第６号）を提出しなければならない。 

（水道メーターの設置） 

第12条 条例第17条第１項の規定のただし書により計量しないで給水する場合は、次の各号に定め

るものとする。 

(１) 公衆用 

(２) 消火用（私設の消火栓を除き消防貯水池の給水を含む。） 

(３) その他町長が認めた場合 

（水道の使用中止、変更等の届け出） 

第13条 条例第19条第１項及び第２項の規定による届け出の様式は次の各号のとおりとする。 

(１) 水道の使用を中止するとき。 水道使用中止願（様式第７号） 

(２) 水道の用途を変更するとき。 水道用途変更願（様式第８号） 

(３) 消防演習に消火栓を使用するとき。 消火栓使用願（様式第９号） 

(４) 水道の使用者の氏名又は住所に変更があったとき及び給水装置の所有者に変更があったと

き。 水道使用者・所有者変更届（様式第10号） 

(５) 消火用として水道を使用したとき。 消火栓使用届（様式第11号） 

(６) 管理人又は代理人の氏名若しくは住所に変更があったとき。 代理人・管理人変更届（様

式第12号） 
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２ 給水装置の所有者又は使用者が死亡した場合、町長は前項の届け出がなくても変更することが

できる。 

（水道使用者等の管理上の責任） 

第14条 条例第21条第２項の規定によるただし書は、配水管から分岐して設けられた給水管から水

道メーターまでの間において、水道使用者等の責に帰さない事故で、修繕を必要とする場合とす

る。 

（給水装置及び水質の検査） 

第15条 条例第22条の規定による給水装置及び水質の検査を請求するときは、給水装置・水質検査

請求書（様式第13号）を提出しなければならない。 

２ 検査の結果は、給水装置・水質検査結果通知書（様式第14号）により請求者に通知する。 

第４章 料金及び手数料 

（料金の支払義務） 

第16条 条例第23条の規定による者のほか、次の各号に該当する者は、料金の支払義務を負うもの

とする。 

(１) 水道の給水契約及び使用中止若しくは給水装置廃止の届け出をしなかった者 

(２) 正規の届け出をしないで給水装置を使用した者 

（使用水量及び用途の認定） 

第17条 条例第26条の規定による使用水量及び用途の認定は、前４ケ月間の使用水量及び類似の用

途における使用水量、その他事実を勘案して行う。 

（臨時使用の場合の概算料金の前納） 

第18条 条例第28条の規定による概算料金は、口径に応じた１ケ月当たりの基本料金に臨時使用が

終了するまでの月数を乗じて得た金額とする。 

２ 需要区分の一般用又は共用に使用していた給水装置を臨時使用する場合は、前項の規定にかか

わらず概算料金の前納を免除することができる。 

（料金の徴収方法） 

第19条 条例第29条の規定による料金を納付した後、その料金に増減が生じたときは、その差額を

追徴し又は還付する。ただし、町長が必要と認めたときは、納入者の承諾を得て、次の月以後で

精算することができる。 

（料金等の納期限） 

第20条 料金、手数料、工事費及び加入金等の納期限は、その徴収方法の種類別により、次の各号
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に定めるところによる。 

(１) 納入通知書の方法による場合は、当該通知書を発送した日から14日以内 

(２) 口座振替の方法による場合は、当該通知書を発送した日から10日以内 

(３) 集金の方法による場合は、当該通知書を発送した日から７日以内 

（料金、手数料等の軽減又は免除） 

第21条 条例第31条の規定による料金、手数料等の軽減又は免除を受けようとする者は、水道料金

等減免申請書（様式第15号）を提出するものとする。 

２ 申請の結果は、水道料金等減免通知書（様式第16号）により、申請者に通知する。 

（証明） 

第22条 水道使用証明等の証明を必要とする者は、水道使用証明申請書（様式第17号）により申請

するものとする。 

第５章 管理 

（給水装置の検査等） 

第23条 条例第32条の規定による給水装置の管理のため、使用者の居宅又は施設に立ち入る場合は、

身分証明書（様式第18号）を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければなら

ない。 

（給水の停止） 

第24条 条例第34条第１項第１号の規定による給水の停止は、あらかじめ納付すべき金額を期限を

定めて督促しても、なお、指定期限内に納入しないときとする。 

２ 条例第34条第１項各号の規定により、給水を停止するときは、給水停止予告通知書（様式第19

号）により、あらかじめ使用者に通知する。 

３ 町長は、使用者の申し出により特別の事情があると認めたときは、給水の停止を猶予すること

ができる。 

（給水装置の切り離し） 

第25条 条例第35条の規定によるもののほか、所有者の申し出により給水装置を廃止するときは、

給水装置廃止届（様式第20号）を提出するものとする。 

第６章 貯水槽水道の管理等 

（簡易専用水道以外の貯水槽水道の管理等） 

第26条 条例第37条の３第２項の規定による簡易専用水道以外の貯水槽水道の管理及びその管理の

状況に関する検査の受検は、次に定めるところによるものとする。 
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(１) 次に掲げる管理基準に従い、管理すること。 

ア 水槽の清掃を１年ごとに１回、定期に行うこと。 

イ 水槽の点検等有害物、汚水等によって水が汚染されるのを防止するために必要な措置を講

ずること。 

ウ 給水栓における水の色、濁り、臭い、味、その他の状態により供給する水に異常を認めた

ときは、水質基準に関する省令（平成４年厚生省令第69号）の表の上欄に掲げる事項のうち

必要なものについて検査を行うこと。 

エ 供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知ったときは、直ちに給水を停止し、

かつ、その水を使用することが危険である旨を関係者に周知させる措置を講ずること。 

(２) 前号の管理に関し、１年以内ごとに１回、定期に、水道法（昭和32年法律第177号）第34

条の２第２項に規定する地方公共団体の機関若しくは厚生労働大臣の指定する者又は町長が認

める者による給水栓における水の色、濁り、臭い、味に関する検査及び残留塩素の有無に関す

る水質の検査を受けること。 

第７章 補則 

（委任） 

第27条 この規則の施行に関し必要な事項は、町長が定める。 

附 則 

この規則は、平成17年10月１日から施行する。 

附 則（平成26年規則第19号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

様式第１号 
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様式第16号 
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様式第18号 
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